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                                       協力会会員 小林治平（北京在住） 
 
〈ホテルの予約状況〉 
 オリンピック開会まで10 日となったが、北京市内のホテルの予約状況は芳しくないようである。7月25 日 NHK
の報道によると北京市旅遊局局長張慧光氏が五ツ星クラスのホテルは80％予約でうまっているが、四ツ星クラス以
下は部屋の空き率が50％以上あり、（旅客獲得のための）関係者の更なる努力が必要と語ったという事である。 ① 
 NHK はその原因として旅行関係者が１）ホテル代を大幅に値上げした ２）新たに建設されたホテルが増えた、
事を挙げている。 





















 排気ガス「尾気 wei1qi4」が減って空気がきれいになったか？ これは何とも言えない。少なくとも実感はまだ
ない。報道によると効果が出るのには20日間くらいかかると北京市環境保全局の責任者が言っているとの事である。
⑤ 現状、中国語で言う「陰霾 yin1mai2」（空気中に大量の塵・埃等微粒のものが浮遊しているにごったような状
況『新華字典』第10版）が連日続いている。青空はめったに見られない。そして今日は雨が降っている。          
                         （08年7月29日記） 
 
 
①NHK国際放送 中国語放送 7月25日「北京一些賓館空房率居高不下」 
②Beijing hotels slash rates as demand falls, The Japan Times July 24,  
  '08 




⑤Beijing makes switch to mass tranisit to cut haze before Olympics, 
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                                         香港：美朋有限公司 董事長 小島正憲 
 
 １９３５年１月、紅軍：第１方面軍
は、長征途中で貴州省を横断し
た。そのとき遵義市で、共産党の
重要な会議が開かれ、そこで毛
沢東が指導権を奪取したと言わ
れている。さらにその後、毛沢東
は赤水河の渡河作戦を指揮し、
国民党軍を翻弄しその追撃を振
り切った。これによって毛沢東は
共産党内に不動の地位を確立し
たと伝えられている。しかし最近
になって、これらの事実を見直
すような見解が発表されるように
なった。 
２００８年６月２８日、日本のマス
コミでは中国貴州省瓮安県で２
万人を超える規模の暴動が起き
たと報道された。この瓮安県の位
置を地図で確かめてみると、そ
れは遵義市の近くであり、紅軍：
第１方面軍もその周辺を通過し、
戦っている。そこで今回、私は長
征（“遵義会議”と“四渡赤水”）とこの瓮安県の暴動の調査を兼ねて、７／２３～２７の５日間、貴州省の現地を歩いてみた。 
 
１．貴州省暴動の実相 
現在、瓮安県では、外国人の取材活動は許されておらず、私は中国人を装って隠密行動を取らなければならなかった。
したがってカメラで生々しい現場を撮ることはできなかった。それでも事前に現地の通訳と入念に打ち合わせておき、い
ろいろな人から多くの貴重な情報を得ることができた。その結果、日本のマスコミでは報道されていない重要な事実が、
数点、判明した。 
①まず、日本のマスコミの貴州省瓮安県の暴動に関しての報道を整理しておく。 
日本経済新聞７月１日付けは、「６月２８日貴州省瓮安県で数万人規模の暴動が発生した」と伝え、さらに「同県では６月
下旬、少女暴行事件が発生。公安局が容疑者数人を逮捕後間もなく釈放したため、親族らが２８日、公安局に抗議に向っ
た。容疑者には地元公安局幹部の親族がいたとされ、不透明な捜査を巡り住民らの不満が爆発、暴動に発展したと見ら
れる」と付け加えている。 
時事速報：７／０２付けは、「香港紙：リンゴ日報は、瓮安県の暴動のきっかけとなった少女殺人事件を、もみ消そうとした
のが同省公安庁長（警察本部長）経験者だとの説がインターネット上で流れていると伝えた」と 
報道した。 
時事速報：７／０３付けは、「死亡した少女の捜査を巡る警察への不満がきっかけとなって発生した瓮安県の大規模暴
動で、地元政府は１日夜、記者会見し、少女の死因は水死で自殺と発表した。遺族らが疑った性的暴行の形跡はなかっ
たと強調した。政府は情報公開により、事態収拾につなげたい考えだ。警察は暴動の発端について、自殺との判断を受
け入れなかった遺族の求めに応じ、検視を再び実施し、その結果に遺族もいったんは納得したが、少女の親類が約３００
人を集め、デモ行進、暴徒も加わって騒ぎが拡大したと説明した。発表によると、省政府や公安当局の庁舎が焼打ちに合
うなど大きな被害が生じ、警察官ら１５０人が負傷したが、死者はいない。警察は、地元の暴力組織メンバーら約５０人を拘
束、暴動が悪質な不法分子による犯罪であると訴えた」と伝えている。 
②瓮安県暴動の実態 
上記のような日本のマスコミ報道と、私が見聞した現地の状況とは、以下の諸点でかなりの相違がある。 
・ 第１点は、この暴動が２千人規模であり、数万人という報道はオーバーであり間違っているということである。暴動現場
は旧市街の真ん中にあり、政府と公安の庁舎は L 字型に建っていた。その前は道路と広場になっており、道路の突き
当たりが政府庁舎、公安庁舎と道路を挟んで反対側に、一般商店が並んでいた。その広場に通じるすべての道は、車
が対抗して通れないほど狭かった。私はその広場の真ん中に立って、壁面が破壊され修復中の政府と公安庁舎を見
上げた。そしてその広場で暴徒が走り回り、投石や放火をしている様子を想像してみた。そしてこの広場に入ることが
できるのは、２千人が限度であると確信した。さらに狭い道路を５０ｍほど行ったところに、人民武装部の建物があり、そ
れはまったく破壊されていなかった。つまり暴動は広場だけであったということであり、そこに数万人が集結することは
物理的に不可能だと断定できる。タクシーの運転手に聞いてみたところ、広場に暴徒が２千人強、狭い道路を含むその
他の場所に野次馬が数千人だったと話してくれた。 
・ 第２点は、瓮安県の暴動では政府と公安庁舎だけが破壊されており、チベットの暴動とは違って、一般商店には、被害
がまったくなかったという点である。マスコミはこの点をまったく報道しておらず、チベットと同じ暴動という表現を使用し
ている。政府への抗議に限定されている行動と、一般商店の破壊略奪を伴う行動とは、明らかに違いがある。この点を
区別して報道するべきではないか。 
・ 第３点は、この暴動の主体が暴力組織であったという点である。広場近くのレストランの主人に聞いたところ、この瓮安
県は中国でも偽札が多いことで有名な場所だそうであり、その店でも勘定の際には神経を尖らせているという。おもしろ
いことに広東省あたりの偽札は最新IT技術を駆使して作られているが、瓮安県の偽札は手作りだそうである。この瓮安
県には大きな暴力組織が３つあり、それらが始終抗争を繰り返しており、レストランや商店なども、これらの暴力組織に
日本でいうところの“みかじめ料”を払わないと恐くて営業できないという。今回の暴動は、これらの暴力組織の抗争に
公安が巻き込まれたというところではないかということだった。 
・ 第４点は、瓮安県は黔南布依族苗族自治州に属しており、少数民族地域である点である。ただし布依族と苗族を合わ
せても５％ほどであり、残りの９５％は漢族だということだった。瓮安県の人口は４万人で、周辺人口を合わせれば４６万
人ほど。この自治州の南部の方では、少数民族が半数を超える県があり、貴州省の東南部には苗族を中心にして自給
自足状態の少数民族も多数存在している。貴州省の少数民族は雲南省とは違い、あまり観光地化されておらず有名で
はない。レストランの主人の話しによれば、今回の暴動には民族問題は絡んでいないということだったが、チベット問題
と比較検討するためにも、マスコミはこの点を開示しておくべきではなかっただろうか。ちなみにレストランの看板料理
は布依民族料理であった。 
・ 第５点は、瓮安県の近くにアジア最大の燐鉱石の採掘場があり、数年前にその鉱山の拡大が行なわれ、農民の土地が
強引に接収されたため、それに不満を抱いている人間が多いという点である。またその接収の際に、暴力組織が絡ん
でおり、その恨みや対立抗争も尾を引いているという。 
・ 第６点は、タクシー運転手の話によれば、少女が暴行され殺されたというのは作り話で、実際には夕方、２人の友人と
いっしょに酒を飲んだ少女が、発作的に川に飛び込んだので、友人たちは慌てて助けたが、すでに死んでいたのだと
いう。運転手は、慎重に言葉を選びながら、その少女の関係者に問題の人たちがいたようだと話してくれた。 
③瓮安県の暴動は、マスコミが大規模な暴動に仕立てあげたものである。 
暴動を、民衆の不満の爆発と理解することは間違いではない。現代中国に、民衆の間に多くの不満が鬱積し、それが
政府機関の破壊という行為に向わせているという底流が存在していることは否定できない。しかしながら、事態を詳細に
眺めていくと、底流だけではない多彩な要素が絡んでいることがわかる。むしろその要素の方が強く影響を及ぼしている
場合もある。したがってすべての暴動を一律に、虐げられた民衆と腐敗した政府との対立という単純な構図でのみ語るの
は、真実を誤認する危険性がある。 
７／２７の日本経済新聞は、社説「五輪を迎える中国：人権の改善と民主化を加速する契機に」と題して、「中国では今年、
多くの死傷者を出した３月のチベット騒乱など暴動やテロ未遂事件が続発している。６月下旬も貴州省で住民３万人と警
官隊が衝突した。農民や住民らによる暴動は年間数万件に達する。経済の高成長が続く反面、貧富の格差や官僚腐敗で
民衆の不満が高じ、社会不安を増幅している現実を反映している」と主張している。この中の貴州省の住民３万人の暴動
という表現は事実誤認であるし、チベット騒乱についてもまだその評価は確定していない。これらを引き合いに出して中
国の現状を語るのは軽率である。 
④貴州省瓮安県の暴動の結末 
時事速報：７／１４付けによれば、「貴州日報は、瓮安県の大規模暴動をめぐり、同省公安庁は１２日までに３５５人を取り
調べ、１００人を身柄拘束し、このうち３９人は暴力組織メンバーだったと報じた」 
時事速報：７／２３付けによれば、「２２日付けの香港各紙は、中国共産党貴州省委員会は１９日、黔南布依族苗族自治
州の幹部会議で、同自治州党委の呉廷述書記を解任し、省農業庁の黄家培庁長を後任とする人事を発表した。大暴動に
絡む懲罰人事とみられる。この暴動は、県党委書記・県長・県公安局長らに続いて、省主要幹部の一人である自治州トッ
プが更迭されるという異例の事態に発展した。暴動の背景には現地当局の横暴や腐敗に対する長年の不満があるとされ、
一連の人事は“人民に近く”“人を持って基本とする”といった方針を掲げる胡錦涛主席ら中央指導部が指示した可能性が
大きい」 
新華社：７／２６付けによれば、「７／２５、瓮安県公安当局は今回の暴動の首謀者として、暴力団“玉山幇”の幹部：韓波
ら３０人を逮捕した」 
 
（つづき） 
 
============================================================================= 
 
編集者からの説明： 
 7月２１日から２７日までのニュースは何らかの技術的な原因により、届くのが大幅に遅れてしまいました。そ
の影響でニュースレタ 2ー24号の発行も大変遅れてしまいまして、お詫び申し上げます。今後このようなことがな
いように編集関係者間の連携を強化していきたいと思います。 
 
